
はじめに

　1997 年に京都で開催された気候変動枠組条約第 3

回締約国会議（COP3，京都会議）で採択された京都議

定書は，地球温暖化の原因となる温室効果ガスの削減

を目的に，2005 年に発効になり，2008 年から第一約

束期間（2012 年まで）が始まっています。

　そこで，ここでは温暖化対策として，木材の有効利

用による大気中の二酸化炭素（CO2）削減について考

えてみようと思います。

温室効果ガスと CO2

　ここで言う温室効果ガスとは，二酸化炭素（CO2）

のほかに，メタン（CH4），亜酸化窒素（N2O；一酸化

二窒素），代替フロン等（HFCs；ハイドロフルオロカー

ボン類，PFCs；パーフルオロカーボン類，SF6；六フッ

化硫黄）とされています。なお，これらのガスの温室

効果は CO2 に対して，CH4 は 21 倍，N2O は 310 倍，代

替フロン等は数百から数万倍にもなります。この値は

地球温暖化係数と呼ばれ，温室効果ガス排出量は統計

データとしてまとめられる際，それぞれのガスの排出

量にこの係数を乗じて CO2 換算として表されます。

　京都議定書では基準年を 1990 年として（代替フロ

ン等は 1995 年の選択も可），日本は基準年の排出量の

数値より 6％削減が義務付けられ（94％を排出枠と考

える），目標を達成できなければ，罰則を受けること

になります。

　ここで，これらの温室効果ガスの日本における排出

割合を見てみましょう。表 1 に基準年と 2006 年度の

排出量と割合 1）を示します。この表も先に述べた温

暖化係数を用いた CO2 換算値です。表で分かるよう

に，基準年から増えているのは CO2 であり，さらにそ

れは全温室効果ガスの中で最も多く，2006 年度では

その割合が 95％を占めています。またその結果，温

室効果ガス合計として，基準年よりも増加しているこ

とになります。このことから温暖化防止のためには，

CO2 削減が最も大きな課題といえます。

　京都議定書では実質的な削減のほかに，CO2 の吸収

源として森林による吸収量を削減と認めたり，京都メ

カニズムを採用しています。この京都メカニズムで

は，総排出量の枠内において先進国間で炭素クレジッ

トを行う国際排出権取引（IET）や，出資国が事業の

実施国で削減した排出量を取引する共同実施（JI），

先進国が開発途上国に技術・資金等の支援を行って温

室効果ガスの排出量を削減または吸収量を増幅する事

業（例えば途上国におけるメタンガス放出を削減する

技術の投入や植林事業など）を実施して削減できた排

出量の一定量を先進国の温室効果ガス排出量の削減分

の一部に充当することができるクリーン開発メカニズ

ム（CDM）を規定しています 2）。排出権取引には，上

述のほかに，グリーン投資スキーム（GIS）と呼ばれる，

排出量の移転に伴う資金を，温室効果ガスの排出削

減，その他環境対策に使用するという方法もありま

す。

　日本は，国内における植林による吸収で 3.9％に相

当する量を確保することを想定しています。また，既

に第一約束期間の目標を達成し余剰枠のあるハンガ

リーと，共同実施およびグリーン投資スキームにおけ

る協力に関する覚書を交わしており，これらにより日

本国内での排出オーバーを補うことになります。

　とはいえ，日本に対する排出量の義務は 1990 年の

CO2削減と樹木・木材

利用部　再生利用科　山崎亨史

増減(%)
排出量(百万t-CO2) 排出割合(%) 排出量(百万t-CO2 ) 排出割合(%)

　　CO2 1,144 90.7 1,274 95.0 11.4

　　CH4 33.4 2.6 23.6 1.8 -29.3

　　N2O 32.6 2.6 25.6 1.9 -21.5

代替フロン等 4.1 17.3 1.3 -66.2

合計 1,261 100 1,341 100 6.3

*は1995年

基準年（1990年） 2006年度
温室効果ガス

表1　　温室効果ガスの排出量と割合　
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値のマイナス 6％となっていますが，実際には 2007

年の値で，1990 年よりもプラス 7.8％となっており，

現状から 13.8％減少させなければなりません。加え

て，1990 年以前から省エネが進んでいたこともあり，

達成は難しいといわれています。

樹木の働き

　さて，京都議定書では CO2 の吸収源として森林によ

る吸収量を削減として認めていますが，これはどうい

うことなのでしょうか。

　植物は炭酸同化作用とも呼ばれる光合成により，大

気中の CO2 から太陽光により有機物と酸素をつくり出

します。生物由来の有機物資源としてバイオマスが注

目されるのはこの点で，バイオマスを燃焼などにより

エネルギーとして利用しても，その際発生する CO2 は

再び炭素としてバイオマスに取り込まれるという考え

方で，バイオマスはカーボンニュートラル（大気中の

CO2 を増減させない）として扱われます。

　さらに樹木の場合，寿命が比較的長く，数十，数百

年，中には屋久杉のように千年以上，生きているもの

もあります。また，枯れた後も，他の生物と異なり，

腐りにくいという特徴もあります。腐るということ

は，大気中への CO2 放出を意味しています。気象条件

などにもよりますが，草などの早いものでは 1 年もか

からないうちにほとんどが分解されるのに対し，木が

分解されるのには少なくとも数年というオーダーにな

ります。すなわち，樹木は長い期間にわたり炭素を蓄

積し続け，枯れて朽ち果てる過程において，蓄積した

炭素をゆっくりと CO2 として大気に放出するのです。

このことから，他のバイオマスと異なり，森林を CO2

の吸収源として扱うことが認められたのだと思われま

す。

　植物は光合成を行って炭素を有機物として固定する

かたわら，呼吸により CO2 も放出しています。光合成

量と呼吸量の差が大きいほど，炭素の固定量が多くな

ります。果物などで昼夜の寒暖の差が大きいほど甘く

なるというのはこのことと通じることで，この場合は

夜間の気温が低いと呼吸量が少なくなるためです。樹

木の場合は，老齢木になると炭素の固定量が少なくな

るといわれています。このことから，森林を管理する

場合，炭素の固定量の面からは，成長の旺盛な若い樹

木の多い状態に保つことが望まれます。

　ただし，京都議定書の第一約束期間における木材の

収穫は，伐採時に CO2 が発生した扱いになっていま

す。ですから，削減義務達成のためには，植林を進め

ることは効果的ですが，伐採は不利に働くことになり

ます。しかしながら，実際には次で述べるように，木

材利用が炭素固定に貢献している点を反映させる必要

があります。

　なお，この点については，2013 年からの第二約束

期間で，森林と伐採木材を合わせて排出･吸収量を計

測する方法として，蓄積変化法，生産法，大気フロー

法が検討されています 3）。この中のどの方法が採択さ

れるか，各国（木材輸入国あるいは輸出国）によって

思惑も異なっています。

木材と炭素

　木材は，樹木によって生み出されますが，それを構

成する元素のうち，重量比で約半分を占めるのが炭素

です。これは先にも述べたように大気中の CO2 を吸収

し有機物として固定されたものです。ですから，樹木

として育てたものを，燃やしたり腐らせたりせずに木

材として置いておくことで，大気中の CO2 を減らすこ

とができます。

　そもそも，現在，問題となっている CO2 は，大昔に

生物が固定し蓄えられた炭素を燃料（化石燃料）など

として使ったことが大きな要因です。石炭はまさに樹

木のような大きな植物が地中に埋もれ，熱や圧力によ

り石炭化したものです。

　とはいえ，樹木を伐ったままでは，他の生物が利用

しやすい条件，すなわち水分と酸素がある状態にさら

されます。実際に天然林では，木は昆虫やキノコなど

によって食べられたり腐ったりして分解され，CO2 と

して放出されています。そのため炭素を固定している

期間を長くするには，人が木材として乾燥する，塗装

や防腐・防虫処理するなどにより分解されにくくする

ことが有効となります。

　また，木材生産を目的とした人工林において，野菜

などの間引きに相当する間伐は，炭素の固定量を多く

するにも重要です 4）。間伐により，一時的に炭素の固

定量は間伐しない場合よりも低くなります。しかし，

間伐しない場合は，1 本あたりの日当たりが少なくな

り，光合成量が小さくなるのに対し，変わりなく呼吸

をするので，結果として固定効率は悪くなってしまい

ます。一方，間伐された林分は，日のあたりが良くな

るため，呼吸量に対し大幅に光合成量が多くなり，個

体数が少なくても，全体の固定量は逆転し，間伐しな

い場合よりも多くの木質資源を得ることができます。

　当然，間伐材自体も木材として有効利用することが

必要です。切り捨て間伐では，昆虫や菌類などの消費

き
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者･分解者により，比較的短期間で CO2 に戻されてし

まいます。

木炭による炭素固定

　先に，人手により分解されにくい状態にすること

で，長い期間，炭素を固定できると述べました。とは

いえ，有機物のままでは，いずれ分解されて CO2 となっ

てしまいます。そこで注目すべきは，木炭です。木炭

は，有機物である木材から炭素以外の酸素と水素の大

部分を熱化学的に取り除き，無機炭素を含む炭素率の

高い物質に変換させたものです。実際には，製造条件

によって異なりますが，炭化の過程で多少なりの CO2

も発生します。

　炭化することで，生物には利用しにくくなり，燃や

さない限りはほとんど CO2 を発生することはありませ

ん。燃焼以外で炭が酸化されるのは空気中のオゾンに

よると考えられ，それによる木炭（ブナ鋸屑を 1 千℃

で炭化）の半減期は約 5 万年と推定する報告 5）があ

ります。

　このことから，木炭を土壌改良材として土に鋤きこ

むことは，土の物性を良くするだけでなく，炭素の固

定にも効果的といえるでしょう。

木材利用の意義

　CO2 削減の意味で，木材を利用することは，炭素を

固定しているだけではありません。ここでは木材を利

用することによる炭素固定以外の CO2 削減効果につい

ても紹介します。

　木材の最大の需要先は住宅関連です。そこで主に住

宅関連の材料や工法における CO2 の放出量についてみ

ていきます。なお，CO2 の放出の多くはエネルギー利

用によるもので，次に紹介する事例でも，CO2 の放出

量が大きいものは，エネルギー消費が大きいものと言

い換えることができます。

　木材は生物資源であるがゆえ，工業材料と異なり，

性能にばらつきがあることなどから，他の工業材料に

替えられてしまったものも少なくありません。しか

し，木材は他の材料よりも優れた面があります。それ

は強度を比重（密度）で割った値である比強度が高い

ということです（表 2）6）。比強度が高いというのは

軽い割りに強いということで，圧縮ではアルミニウム

にやや劣るものの，ほかは木材が高い値を示してお

り，同じ重量であれば木材の方が強いことになりま

す。同じ寸法では劣っていても，寸法（断面）を大き

くすることで，他の材料よりも軽くすることができる

のです。ただし，製材で得られる断面には限界があり，

集成材などへの加工が必要になります。

　次に，材料として加工する際の製造時炭素放出量 7）

を表 3 に示します。前述したように同じ重さであれば

木材が強いことから，重量当たりの CO2 放出量で比較

すると，コンクリートを除き，木質材料の放出量が少

ないことが分かります。またコンクリートとの比較で

も，比強度から考えると，構造材としては人工乾燥材

の方が放出は少ないといえます。

　さらに，軽いということは，輸送や取り扱いに伴う

エネルギーが少なくて済むことにつながります。

　次に建物の工法別に主要構成部材の製造時炭素放出

量（床面積 1m2 当たり）を表 4 に示します 8）。ここに

は木材による炭素固定の概念は含まれていませんが，

木造住宅に用いられる材料の製造時炭素放出量は，鉄

筋コンクリート造や鉄骨プレハブ造の，1/3 から 1/4

程度となっています。炭素固定も含めて考えると，木

質材料を多く使っている木造住宅は他の工法より CO2

放出量が少なくて，温暖化対策に優れているといえま

す。

　ただし，これだけで「木造住宅は CO2 放出量が少な

くてよい」とするのは少し乱暴かもしれません。使用

している（住んでいる）期間，そして解体して廃棄す

るところまで，すなわち，LCA（ライフサイクルアセ

す

材料 比重 比引張強度 比圧縮強度

スギ 0.33 1,697 848

アカマツ 0.51 2,549 804

鋼材 7.8 525～666 525～666

アルミニウム 2.7 1,182 1,182

コンクリート 2.5 7.2 72

注：比強度(kgf/cm2)=強度/比重

表2　比引張強度と比圧縮強度の材料別比較 6）

製品中の
炭素貯蔵量 炭素収支

 天然乾燥材 30 15 500 -470

 人工乾燥材 56 28 500 -444
 合　　　板 218 120 451 -233
パーティクルボード 308 200 400 -92

700 5,320 0 700
 アルミニウム 8,700 22,000 0 8,700

 コンクリート 50 120 0 50

表3　製造時の炭素放出量と炭素収支 7）

鋼　　　材

kg-C/トン　kg-C/m3　    kg-C/トン 　kg-C/トン

材　　料　　　製造時炭素放出量
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スメント）を評価しなければなりません。仮に，建設

時の CO2 放出量が少ないとしても，冷暖房効率が悪

い，寿命が短い，あるいは解体するのに余計にエネル

ギーを必要とすることになると，建設時のメリットが

帳消し，あるいはトータルでより多く排出することに

なる場合も考えられます。これに関連する 1979 年当

時のデータ 9）を表 5 に示します。なお，本データを

引用している文献によると，解体材の廃棄や使用時の

冷暖房などのエネルギーは含まれていないこと 10），

算出方法やデータの裏づけが少ない 11）などの問題点

が指摘されています。

　このデータの総量で見ると，木造や木質系プレハブ

造のライフサイクルエネルギーは，軽量鉄骨系プレハ

ブ造には劣るものの，鉄筋，鉄骨コンクリート造より

も小さい値です。これは，ライフサイクルで占める割

合が最も大きい部材製造時のエネルギーが小さいこと

によります。施工･保守・解体のエネルギーにおいて

は，意外にも木造住宅は鉄骨コンクリート集合住宅と

それほど差がない結果となっています。

　次に，耐用年数から算出した年当たりの数値で比較

すると，大きく順番が変り，木造は部材によるメリッ

トが現れなくなり，鉄筋，鉄骨コンクリート造よりも

高い値となっています。これは耐用年数が鉄筋，鉄骨

コンクリート造は60年であるのに対し，木造は30年，

木質系プレハブ造は 25 年と，前者の半分以下とされ

ているからです。しかし，耐用年数は実際の居住可能

期間とは異なり，解体時の築後年数が 50 年以上のも

のが木造では 23.2％を占めていたというデータ 12）も

あります。また，最近の木造や木質系プレハブ造では，

耐久性のある材料や工法の工夫により，より長く使用

することが可能になっており，もともとのメリットを

生かすためにも，長く使用することが重要となりま

す。

　なお，冷暖房に関しては，コンクリートは蓄熱性が

あるのに対し，木造は蓄熱しにくい 13）こともあり，

木造がやや劣るようですが，高断熱･高気密木造住宅

と比較すればコンクリート造との差は狭めることがで

きます。

　

地材地消

　コンクリートの原料となるセメントを除けば，多く

の工業材料は輸入に頼らなければなりません。しかし

木材は，近場に樹木として植栽することで，近場で生

産することができます。このことは輸送距離が少なく

て済み，軽いということを合わせて CO2 放出量を低く

抑えることを可能にします。

　ただ，残念ながら，一時期，価格競争により外材（輸

入材）が台頭し，日本における木材自給率は 20％を切っ

ていました 14）。北海道ではこれよりも高いものの，道

産材供給率 35％を切る時期もありました。

　これに対し，北海道では道産材の利用を進める運動

として，木材の地産地消として”地材地消”を提唱し，

需要拡大を図っています。また，木材の総輸送距離を

ウッドマイルズ 15）として表すことで，環境意識や地域

材利用の意義を消費者に啓発する取り組みもあります。

　最近は，地材地消などの考え方が浸透してきたとと

もに，輸入材の品不足や価格上昇などにより，2007

年度の需給実績 14）では，道産材供給率が 52.7％と回

復傾向にあります（日本の木材自給率は 22.6％）。

木　造 4.21 1.86 5.50 20.74 32.31

鉄筋コンク
リート造

鉄骨プレ
ハブ造

製材品　   合板　 　鋼材　 コンクリート　 合計

 2.80　　1.19　　61.15　 　39.98　  105.12

 1.73　　2.52    49.02    103.62    156.89

表4　平成5年度に建設された全住宅の　
　   主要材料製造時の炭素放出量 8）

（m2当たり，kg-C/m2）

構造別モデル 保守 解体 ライフサイクル

（延床面積82.5m2 ） 部材製造 施工 小計 エネルギー

木造（在来工法） 総量 69.14 5.07 74.21 27.20 2.29 103.70
耐用30年 年当たり 2.30 0.17 2.47 0.91 0.08 3.46

木質系プレハブ造 総量 61.42 1.73 63.15 20.51 1.54 85.20

耐用25年 年当たり 2.46 0.07 2.53 0.82 0.06 3.41
軽量鉄骨系プレハブ造 総量 58.91 1.73 60.64 10.78 0.95 72.37

耐用25年 年当たり 2.36 0.07 2.43 0.43 0.04 2.90
プレハブ鉄筋コンクリート造 総量 92.32 1.73 94.05 36.20 3.37 133.62

耐用60年 年当たり 1.54 0.03 1.57 0.60 0.06 2.23
鉄骨コンクリート造集合住宅 総量 116.55 7.71 124.26 30.06 2.97 157.29

耐用60年 年当たり 1.94 0.13 2.07 0.50 0.05 2.62

表5　構造別住宅の投入エネルギー 9）（106 kcal）

建設エネルギー

エネルギー　エネルギー
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最後にエネルギーへ

　CO2 対策の一つとして，カーボンニュートラルの考

え方に基づくバイオマスのエネルギー利用の考え方が

広まり，特に，賦存量の多い木材のエネルギー利用に

も期待が寄せられています。中には，エネルギー用と

して植栽されたものではないにもかかわらず，山から

直接，エネルギー用の木材を確保できないかというよ

うな考えを持つ人も一部にいるかもしれません。もち

ろんそのような人は，林業や林産業に携わっている人

ではなく，林業･林産業の現状をあまり知らない人で

しょう。

　しかし，現在使用されているエネルギーの原料価格

は安いもので，造材コストなどを考えるとエネルギー

利用のみを目的とした伐採，収穫は難しい状況にあり

ます。実際，木材を発電用として伐採，収穫するシミュ

レーションでは，燃料価格が 19.45 円 /kWh となり，

売電価格よりも高くなると指摘されています 16）。ま

た，林業を持続させるためにも，現状の木材価格を大

幅に割り込むような価格でのエネルギー利用は避ける

べきと考えます。

　林業とエネルギーについては，日本エネルギー学会

でも議論され，学会誌に特集 17）も組まれることで，

林業の重要性が認識されつつあります。

　一方，エネルギーを目的としたエネルギープラン

テーションとして，木質系では，ヤナギが注目され，

林産試験場でも関連した研究を取り組んでいるところ

です。しかしこの場合，いわゆる林業と異なった考え

方で，遊休地を利用し，短期間での収穫をめざしてい

ます。そして，収穫や利用方法とそれらのコストなど，

解決しなければならないことが残されています。

　最後になりますが，木材をエネルギー利用すること

により，カーボンニュートラルではあるものの，CO2

を発生することになります。一方，木材をマテリアル

として利用することで，中･長期的に炭素をストック

しておくことができるのです。このことからも，マテ

リアルとして利用できるところに使用するとともに，

できるだけ長く使うことが CO2 対策にとって有効とな

ります。また，エネルギーには木材を利用した残り，

すなわち林地残材や工場残廃材，あるいは木材をカス

ケード利用（リユース，リサイクルを重ねる）した最

後が望ましいでしょう。
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